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Ⅴ む す び











） 田宮裕 =廣瀬健二『注釈少年法（第版）』28 頁。






























） 他に，条の第項・22 条の第項・31 条の第項等も少年の「健全な育成」
への配慮を規定している。
















































































































	） 本判例全体の解説・評釈として，木谷明「判批」最高裁判所判例解説刑事篇昭和 58 年
度 356頁，田宮裕「判批」少年法判例百選頁，木谷明 =家令和典「判批」同 94 頁，廣
瀬健二「判批」刑事訴訟法判例百選（第版）220 頁など参照。
 〔判例〕最決平成 17・・30 刑集 59 巻号 79 頁 御殿場事件
〈事実の概要〉
少女Ｖ（15 歳）から平成 13 年月 17日に被害申告があり，これに基づく捜
査の結果，本件少年ほか名（後輩グループ），Ｂほか名（先輩グループ）合
計 10名が共謀のうえ，同月 16日午後時 50 分ころから 11時ころまで，市内
の公園でＶを押し倒すなどの暴行を加えて強姦しようとしたが，Ｖが生理中の
ため，わいせつ行為にとどまった旨の強姦未遂保護事件（事実①）により，同





















































付添人は，原決定に対して憲法違反（31 条・37 条項・32 条），判例違反






















年度 77頁，廣瀬健二「判批」ジュリ 1313号 214 頁など参照。




























































































































































 〔判例〕最決平成 23・12・19 刑集 65巻号 1661 頁
〈事実の概要〉
本件の保護処分取消の申立人Ｘは，前記御殿場事件の一員として強姦未遂保








月日その保護処分を受け終わった。前記申立（申立人は平成 19 年月 22日追
少年事件における事案の真相解明（廣瀬健二） 15
12） 本判例全体の解説・評釈として，家令和典「判批」最高裁判所判例解説刑事篇平成 20
年度 550 頁，守屋克彦「判批」ジュリ 1376 号 226頁，廣瀬健二「判批」刑事法ジャーナ
ル 16 号 107頁など参照。






















































13） 本判例全体の解説・評釈として，野原俊郎「最高裁時の判例」ジュリ 1459号 105頁，
丸山雅夫「判批」刑事法ジャーナル 32号 180 頁，廣瀬健二「判批」判時 2202号 190 頁






















































15） 木谷 =家令・前掲 95頁。非行事実重視の契機となった重要な論考として，早川義郎
「少年審判における非行事実と要保護性の意義について」家月 19 巻号頁参照。
16） 木谷 =家令・前掲 95頁，浜井ほか・前掲 188 頁。なお，その例外を認めた最近の裁判
例として，東京高決平成 17・	・10家月 58 巻 11号 89 頁などがある。詳細は，廣瀬健
二『裁判例コンメンタール少年法』215頁（加藤学）参照。








































































































裁判資料 88号）134 頁〈昭和 45年〉，長島孝太郎「少年審判手続と職権証拠調」別冊判









職権証拠調べ義務との関係については，田宮 =廣瀬・前掲 240 頁参照。
も強いが，これに適切に対応することは，少年審判制度の信頼確保のためにも
重要であり，十分な職権行使が要請される22)。
加えて，事案の真相解明によって少年に対して適切な処分がなされれば，そ
の再犯が抑止され，犯罪防止に資することによって公共の福祉にもかなうこと
になるが，それが達せられなければ，前述のように，本人にも，社会にも少な
からぬ弊害をもたらすことになる。
少年事件における裁判所の職権行使・事案の真相解明を考えるには，これら
の点への留意が欠かせないことを銘記すべきである。
24 立教法務研究 第号（2014）
22） 犯罪被害者等基本法が施行され，同法に基づく犯罪被害者等基本計画が策定され，そ
れに応える少年審判の傍聴等の法改正が行われており，犯罪被害者の関心に応える必要
性は法的義務に高められてきている。しかし，そもそも，保護教育主義の少年法制は，
社会の寛容・国民の理解に基礎をおいているものである。この観点からも，少年審判制
度全般への国民の理解を図ることが解釈・運用においても重要である。
